病院経営における地域連携室の戦略的意義 by 渡邊 佑介





















































































また、2014 年に成立した第 6 次医療法改正では、医療サービス提供体制の現状と課
題へのアプローチとして全 12 項目が示されているが、第 1 項が「病床の機能分化・連
携の推進」、第 2 項が「在宅医療の推進」となっていることからも医療制度改革にお
ける最重要項目として位置付けられていることがわかる。さらに、内閣官房が 2016 年






























院を評価する退院支援加算 1,2 の算定要件を地域連携室の業務として定義する（図 1）。
図 1 退院支援加算 算定要件













答したのは 4,638 病院（63.8%）、「無」と回答したのは 2,608 病院（35.9%）、無回答



































また、本稿は全 5 章から構成されている。第 2 章においては、我が国の医療政策の
概要として、地域連携が重要視されるに至った経緯及び地域連携・機能分化を促す厚
生労働省の施策について論じたのち、平均在院日数と退院支援加算という 2 つの視点





































































図 5 2025 年における都道府県別病床の過不足見込み
（出所）首相官邸 「医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会









報酬制度によって評価する加算の 1 つである。2016 年度診療報酬改定でこれまでの退
院調整加算が再編され、新たに退院支援加算が創設された。退院支援加算には算定要
件の異なる退院支援加算 1 と 2 があり、1 のほうが診療報酬上の点数は高いが、その分
算定要件は厳しくなっている（図 1）。なお、診療報酬は 1 点＝10 円換算となってい
るため、例えば退院支援加算 1 の一般病棟入院基本料等の場合の 600 点であれば、患





















他業務との兼務が可能な職員のことである）。また、それとは別に 2 病棟に 1 人、看
護師または社会福祉士を配置する必要がある。なお、専任者は病棟配置職員との兼務
が可能となっているので、例えば 6 病棟の病院であれば地域連携室 2 人（1 人は病棟配
置兼務）＋病棟配置 2 人の計 4 人体制となる。
第二に、退院に向けたスケジュール管理が挙げられる。退院支援加算 1 では原則と














図 6 退院支援加算 1 の人員配置基準に関する整理
（出所）「加算 1 の算定を目指せ！退院支援の成功モデル」『日経ヘルスケア』






（ここでは社会福祉士と仮定）の 1 人あたり平均給与月額はそれぞれ 356 千円・307
千円であった。また、2014 年の病床機能報告における退院患者（1 カ月）の平均は 163
人であった。これらの数値に基づき、仮に事務職員を 1 人配置した場合の退院支援加
算 2 の年間収支は以下のとおりである。
（収入）163 人×12 カ月×190 点×10 円＝3,716,400 円





同様に、退院支援加算 1 を算定している病院（2 病棟）の収支シミュレーションは以
下のとおりとなる。前述のとおり、退院支援加算 1 では最低でも看護師と社会福祉士
を 1 人ずつ配置する必要がある。さらに、3 病棟以降は 2 病棟につき看護師または社会
福祉士 1 人の配置が必要となる。
（収入）163 人×12 カ月×600 点×10 円＝11,736,000 円
















図 7 一般病棟入院基本料 施設基準
（出所）厚生労働省「平成 28 年度診療報酬改定 医科診療報酬点数表」2016 年 3 月
13








査報告によると、全国の一般病院の入院患者 1 人 1 日あたり入院収入額の平均が 53 千
円に対して同外来収入額が 14 千円であった。
また、1 日あたりの入院患者数を 50 人として 10:1 入院基本料と 13:1 入院基本料の医
業収入を簡単に比較すると、前者が 1,332 点×10 円×50 人×365 日で 243.0 百万円、後者
が 1,121 点×10 円×50 人×365 日で 204.6 百万円となり、年間で 38.4 百万円も医業収入に
差があることがわかる。もちろん、10 対 1 入院基本料の場合は看護師を増員する必要







期間に患者が入院していた病床の総数である。例えば、50 人の患者が 10 日間入院して
いた場合の入院延べ患者数は 50 人×10 日で 500 人となる。
直近 3 カ月間の入院延べ患者数 /｛（3 カ月間の新規入院患者数＋退院患者数）/ 2 ｝
仮に 4～6 月にかけて 1 日 50 人の患者が入院しており、その期間の新規入院患者及
び退院患者が 250 人だった A 病院と同 200 人だった B 病院の平均在院日数を比較する
と以下のようになる。
A 病院：50 人×91 日 /｛（250+250）/ 2 ｝＝18.2 日
B 病院：50 人×91 日 /｛（200+200）/ 2 ｝＝22.8 日







































































（出所）小松大介「病院＆クリニック経営 100 問 100 答 地域連携の強化に向けて」
『保険医療』2016 年 7 月号






























えで、1 年間の活動結果として平均在院日数が 9.7 日から 9.6 日に短縮、新規入院患者

































値は 2014 年度地方公営企業年鑑に財務情報のある公立病院のなかから、上記の 3,464
病院に含まれる 143 病院を対象とした。紹介率の数値は 2014 年度の診断群分類包括評



























































































表 2 対医業収支比率 要約統計量及び正規性の検定
病院数 割合 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
あり 130 90.91% 82.81% 87.35% 18.39% 0.40% 106.10%






図 9 対医業収支比率 ヒストグラム
医業収支比率と退院調整部門の有無における t 検定の分析結果が表 3 である。2014 年
度地方公営企業年鑑に財務情報のある 143 病院のうち、退院調整部門を設置している
130 病院の医業収支比率の平均値が 82.8%、設置していない 13 病院の平均値が 66.7%と






表 3 対医業収支比率 独立サンプルの検定






等分散を仮定する 0.784 0.377 2.965 0.004 16.07% 5.42%
等分散を仮定しない 2.651 0.019 16.07% 6.06%
Levene検定 2つの母平均の差の検定
次に、紹介率と退院調整部門の有無における t 検定の分析結果が表 4 と表 5 である。
対象となる 1,422 病院のうち、退院調整部門を設置している 1,291 病院の紹介率の平均
値が 43.2%、設置していない 131 病院の平均値が 31.4%となっており、前者のほうが 11.8
ポイント上回る結果となった。また、2 つの母平均の差の検定の有意確率を確認すると、
等分散を仮定しない場合の有意確率が P＝0.000 となっているため、1%水準で「2 群の母
平均に差はない」とする帰無仮説は棄却される。したがって、ここでは退院調整部門の
有無によって紹介率に有意な差が認められると解釈することができる。
表 4 対紹介率 要約統計量
病院数 割合 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
あり 1,291 90.79% 43.15% 41.30% 22.22% 0.00% 100.00%
なし 131 9.21% 31.42% 26.00% 21.26% 0.00% 95.20%
表 5 対紹介率 独立サンプルの検定






等分散を仮定する 0.435 0.510 5.775 0.000 11.72% 2.03%
等分散を仮定しない 5.987 0.000 11.72% 1.95%
Levene検定 2つの母平均の差の検定
次に、病床稼働率と退院調整部門の有無における t 検定の分析結果が表 6 と表 7 であ
る。対象となる 3,464 病院のうち、退院調整部門を設置している 2,343 病院の病床稼働
率の平均値が 75.5%、設置していない 1,121 病院の平均値が 68.0%となっており、前者の






表 6 対病床稼働率 要約統計量
病院数 割合 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
あり 2,343 67.64% 75.49% 79.10% 18.99% 0.10% 240.90%
なし 1,121 32.36% 67.90% 72,2% 25.78% 0.10% 318.20%
表 7 対病床稼働率 独立サンプルの検定






等分散を仮定する 140.345 0.000 9.670 0.000 7.52% 0.77%
等分散を仮定しない 8.707 0.000 7.52% 0.86%
Levene検定 2つの母平均の差の検定
最後に、病床回転数と退院調整部門の有無における t 検定の分析結果が表 8 と表 9 で
ある。対象となる 3,464 病院のうち、退院調整部門を設置している 2,343 病院の病床稼
働率の平均値が 18.7 回、設置していない 1,121 病院の平均値が 15.9 回となっており、前





表 8 対病床回転数 要約統計量
病院数 割合 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
あり 2,343 67.64% 18.66 18.00 10.58 0.00 158.30
なし 1,121 32.36% 15.89 11.80 16.05 0.00 147.40
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表 9 対病床回転数 独立サンプルの検定






等分散を仮定する 87.005 0.000 6.061 0.000 2.77 0.46
等分散を仮定しない 5.289 0.000 2.77 0.53
Levene検定 2つの母平均の差の検定
4.3.2 退院支援加算 1,2 の算定状況に関する実証結果
前項の分析結果から退院調整部門の有無と医業収支比率、紹介率、病床稼働率、病
床回転数のすべての指標において有意な差が認められた。本項では退院調整部門を設





















病棟につき 1 人、看護師または社会福祉士を配置する必要がある。なお、第 2 章でも
述べたとおり、専任者は病棟配置職員との兼務が可能となっているので、例えば 6 病
棟の病院であれば地域連携室 2 人（1 人は病棟配置兼務）＋病棟配置 2 人の計 4 人体制
となる。病棟数に対して必要となる職員数について表 10 で簡単に整理した（病棟数 15
以降も 2 病棟につき 1 人職員配置が必要）。
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り方に関する検討会（2012 年 12 月）」で報告された 10 対 1 入院基本料算定病棟 1 病
棟あたりの平均病床数である 49.7 床を参考に、「1 病棟 50 床」という前提を置いたう
えで対象病院の病棟数を算出することにした。
この前提に基づいて、仮に 220 床で退院調整部門の職員数が 3 人の病院の病棟数を
算出する場合、以下の計算から 5 病棟となり、退院支援加算 1 の算定に必要な職員数 4
人を満たしていないと判断する。
病棟数（小数点切り上げ）：220 / 50 ＝ 4.4 ≒ 5 病棟
表 11 は上記の判断基準から 2,343 病院を 2 群に分類した度数分布表である。退院支援
加算 1 算定病院と仮定した病院数が 1,165、退院支援加算 2 算定病院と仮定した病院数
が 1,178 であった。この度数分布表に基づいて以降の t 検定を進めることとする。






12 と表 13 である。対象となる 130 病院のうち、退院支援加算 1 を算定しているとした
53 病院の医業収支比率の平均値が 81.9%、退院支援加算 2 を算定しているとした 77 病
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院の平均値が 83.4%となっており、後者のほうが 1.5 ポイント上回る結果となった。し
かし、2 つの母平均の差の検定の有意確率を確認すると、等分散を仮定しない場合の有
意確率が P＝0.647 となっているため、「2 群の母平均に差はない」とする帰無仮説が採
択される。したがって、ここでは退院支援加算の算定状況の違いによる医業収支比率の
差に有意性は認められなかった。
表 12 対医業収支比率 要約統計量
病院数 割合 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
加算1 53 40.77% 81,91% 89.70% 18.74% 3.30% 101.00%
加算2 77 59.23% 83.43% 86.60% 18.24% 0.40% 106.10%
表 13 対医業収支比率 独立サンプルの検定






等分散を仮定する 0.441 0.508 -0.462 0.645 -1.52% 3.29%
等分散を仮定しない -0.460 0.647 -1.52% 3.30%
Levene検定 2つの母平均の差の検定
次に、紹介率と退院支援加算の算定状況の違いにおける t 検定の分析結果が表 14 と表
15 である。対象となる 1,291 病院のうち、退院支援加算 1 を算定しているとした 676 病
院の紹介率の平均値が 43.2%、設置していない 615 病院の平均値が 43.1%となっており、
前者がわずかに上回る結果となった。しかし、2 つの母平均の差の検定の有意確率を確
認すると、等分散を仮定しない場合の有意確率が P＝0.874 となっているため、「2 群の
母平均に差はない」とする帰無仮説が採択される。したがって、ここでは退院支援加算
の算定状況の違いによる紹介率の差に有意性は認められなかった。
表 14 対紹介率 要約統計量
病院数 割合 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
加算1 676 52.36% 43.24% 40.35% 22.28% 0.00% 100.00%
加算2 615 47.64% 43.05% 42.30% 22.18% 0.00% 99.80%
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表 15 対紹介率 独立サンプルの検定






等分散を仮定する 0.028 0.867 0.159 0.874 0.20% 1.23%
等分散を仮定しない 0.159 0.874 0.20% 1.23%
Levene検定 2つの母平均の差の検定
次に、病床稼働率と退院支援加算の算定状況の違いにおける t 検定の分析結果が表 16
と表 17 である。対象となる 2,343 病院のうち、退院支援加算 1 を算定しているとした
1,165 病院の病床稼働率の平均値が 76.6%、退院支援加算 2 を算定しているとした 1,178
病院の平均値が 74.4%となっており、前者のほうが 2.2 ポイント上回る結果となった。ま
た、2 つの母平均の差の検定の有意確率を確認すると、等分散を仮定しない場合の有意
確率が P＝0.006 となっているため、1%水準で「2 群の母平均に差はない」とする帰無仮
説は棄却される。したがって、ここでは退院支援加算の算定状況の違いによって病床稼
働率に有意な差が認められると解釈することができる。
表 16 対病床稼働率 要約統計量
病院数 割合 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
加算1 1,165 49.72% 76.57% 80.20% 19.52% 0.10% 240.90%
加算2 1,178 50.28% 74.43% 78.20% 18.40% 0.30% 151.10%
表 17 対病床稼働率 独立サンプルの検定






等分散を仮定する 0.072 0.789 2.738 0.006 2.14% 0.78%
等分散を仮定しない 2737 0.006 2.14% 0.78%
Levene検定 2つの母平均の差の検定
最後に、病床回転数と退院支援加算の算定状況の違いにおける t 検定の分析結果が表
18 と表 19 である。対象となる 2,343 病院のうち、退院支援加算 1 を算定しているとし
た 1,165 病院の病床回転数の平均値が 19.8 回、退院支援加算 2 を算定しているとした
1,178 病院の平均値が 17.6 回となっており、前者のほうが 2.2 ポイント上回る結果とな
った。また、2 つの母平均の差の検定の有意確率を確認すると、等分散を仮定しない場




表 18 対病床回転数 要約統計量
病院数 割合 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
加算1 1,165 49.72% 19.78 18.80 10.65 0.00 139.90
加算2 1,178 50.28% 17.56 17.00 10.39 0.00 158.30
表 19 対病床回転数 独立サンプルの検定






等分散を仮定する 6.157 0.013 5.085 0.000 2.21 0.43
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